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ロケ撮影の環境改善に関する官民連絡会議の概要

【検討スケジュール】

 平成29年８月に「ロケ撮影の環境改善に関する官民連絡会議」を設置。これまで４回開催。

 内閣府の副大臣を議長とし、映像製作者、フィルムコミッション、関係省庁、有識者等の参画を得て

ロケ撮影の環境改善に向けた検討を実施。

【構成員】

○ 第１回連絡会議（平成29年8月2日）
議題：許認可手続に関する情報共有
１） ロケ撮影に関係の深い許認可に係る最新情報について
２） 各地域における取組例について
（フィルムコミッション：東京、北九州市）

○ 第２回連絡会議（平成29年12月11日）
議題：許認可手続に関する情報共有、海外作品に係る諸課題
１） ロケ撮影に関係の深い許認可に係る最新情報について
２） 各地域における取組例について
（フィルムコミッション：大阪、名古屋）
３） 海外作品誘致に係る諸課題について

○ 第３回連絡会議（平成30年3月7日）
議題：連絡会議中間取りまとめ（案）について

１）連絡会議中間取りまとめ（案）について

次年度も取組を継続
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○ 第４回連絡会議（平成31年3月26日）
議題：昨今のロケ撮影の環境をめぐる状況について
１）フィルムコミッション等からの情報共有
２）関係省庁からの情報共有

○ 中間取りまとめ公表（平成30年4月）



２０１９
年度

２０２０
年度

データベースの改修 効果検証

今後の方向性について議論

 ２０１８年度は、（１）全国ロケーションデータベースの更新、（２）フィルムコミッショ
ンの体制強化のためのエリアマネージャーの試験的設置、（３）許認可情報（規制・施設）
の整理を実施し、２０１９年度以降に向けた施策の方向性を改めて議論。

今後の施策の方向性を決定

今後の進め方（許認可に関する情報共有）

全国ロケーションデータベース エリアマネージャーの試験的設置 許認可情報の整理

（１）省庁側担当部署の明確化
（国が担当する規制・施設）

（２）整理すべき課題の明確化
（業界が自ら精査した上で
追加的な課題を提示）

データベース更新情報の調査 エリアマネージャーの設置

FC広域連携の展開

結果共有・今後の方向性の議論

・随時実施
・JFCを通じ情報共有

2

許認可手続きに係る最新情報を掲載する
ための全国ロケーションデータベースの更
新【文化庁・平成３１年度当初予算】

「フィルム・コミッションの体制強化」のため
のエリアマネージャーの試験的設置と効
果検証【文化庁・平成３１年度当初予算】



 我が国におけるロケの環境整備を行い、海外作品の誘致を図ることにより、海外制作者との
現場の交流、映像への日本の文化資源・観光資源等の取込を通じて、①雇用創出・産業育成、
②人材育成、③インバウンド・観光誘客といった効果を期待。

 地方自治体と連携しながら海外の映像作品の地域に係る製作を支援し、ロケ誘致の効果を検証。

国
事業

実施団体
国内製作
会社等

地方自治体

補
助

外
注

支
援

地域経済の振興等に資する外国映画ロケーション誘致に関する実証調査（平成30年度２次補正予算：1.８億円）

○「ロケ撮影の環境改善に関する官民連絡会議」における議論等を踏まえ、我が国において、インセンティブが海外
からの映像作品の誘致にどのような効果があるのか、ロケ地を含めた観光産業等の発展にどのようにつなげていく
のか等、日本各地の地域経済の振興等にどの程度の費用対効果があるか早期に検証し、2020年以降の地域経済に早
期に経済効果を発現させるため、実際の誘致活動を通じたモデル事業を実施。

事業概要・目的

＜事業スキーム＞

現在の取組（海外作品誘致・支援のあり方の検討）

3



 「ロケ撮影の環境改善に関する官民連絡会議」中間取りまとめにおいて、ロケ撮影において
課題となる許認可の主要な課題について、一定の整理が行われた。

 また、今後の課題とされていた①許認可に関する情報共有と②海外作品誘致・支援のあり方
の検討について、内閣府・文化庁を中心に必要な予算的措置を講じられ、今後、取組を進め
ていくこととなった。

 他方、①現在進められている取組のフォローアップ、②新たな課題が生じた場合の対応につ
いては、今後も会議において議論する必要が生じると考えられるところ、今後も必要に応じ
て「ロケ撮影の環境改善に関する官民連絡会議」において議論を継続する。

「ロケ撮影の環境改善に関する官民連絡会議」の今後の進め方
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ロケ撮影の環境改善に係る官民連絡会議

① 関係の深い許認可に係る最新情報の共有

② 許認可の取得にあたっての優良事例の整
理と、ノウハウの共有化

③ ロケに係る諸課題の検討

→関連情報の一元的提供

＜関係省庁＞

内閣府（事務局）、文化庁、経産省、観光庁、総務省、国土交
通省（道路占有、河川占有等）、警察庁（道路使用）等

＜産業界・有識者等＞

映画製作会社、制作プロダクション、ジャパン・フィルムコミッ
ション、地域のフィルムコミッション、弁護士・会計士等

連携

 具体的な海外の映像作品を対象とし、ロケーション誘致の実
証プロジェクトを実施。誘致による地域経済への波及効果等
の検証を行い、支援にあたっての課題を抽出。

 あわせて政府・地方自治体の関連事業も活用すること等によ
り、①雇用創出・産業育成、②人材育成、③インバウンド・観
光誘客といった効果を総合的に得られるモデルの構築を目指
す。

具体的なモデル作品の実証プロジェクトの実施

全国ロケーションデータベース

エリアマネージャーの試験的設置

許認可情報の整理

許認可に関する情報共有



（参考）「知的財産推進計画２０１８」抜粋

【「知的財産推進計画２０１８」（２０１８年６月１２日、知的財産戦略本部決定）】

重点事項（３）新たな分野の仕組みをデザインする
⑥ロケ撮影の環境改善

（現状と課題）

「知的財産推進計画２０１７」を踏まえ、国内の撮影環境を改善することにより我が国映像コンテンツの魅力の向上を
図るため、「ロケ撮影の環境改善に関する連絡会議」を２９１７年度に設置し、ロケ撮影に関係の深い許認可手続に関
する情報共有に加えて、先進的な取組を行うフィルムコミッションからのヒアリングを通じた優良事例の整理、海外の
大型作品誘致に関する関連制度・経済効果の調査等を実施してきた。この中から、許認可の円滑な取得にあたって
は、許認可取得にあたってのプロセスの理解の浸透、撮影許可内容の遵守、ロケ地マップ等地域への貢献による地
域全体の盛り上がり等が課題であることが明確となってきている。こうした好循環のスパイラルを創出するためにも、
各法令の一元的な情報共有（ワンストップ窓口や、情報を一元的に整理したホームページなど）といった取組が重要と
の指摘がなされている。２０１８年度には、こうした工夫も含め、官民によるロケーション支援の在り方を検討し一定の
結論を出す。

（施策の方向性）

・「ロケ撮影の環境改善に関する連絡会議」を実施し、ロケ撮影に関係の深い許認可に係る最新情報の共有及び許認
可取得にあたっての優良事例の整理・ノウハウの共有化を進めるとともに、これまでの議論を踏まえ、官民によるロ
ケーション支援の在り方について２０１８年度中に一定の結論を得る。
（短期）（内閣府、警察庁、国土交通省、総務省、経済産業省、外務省、文化庁）

・海外の大型作品誘致に関して、２０１７年度に実施した諸外国調査の結果を踏まえ、日本の要素を多く取り扱うことに
よりクールジャパンの発信・インバウンドの促進など外国人への訴求力を有するような海外作品の誘致を強化する方
策を検討する。
（短期、中期）（内閣府、関係府省）
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